
資料１ 

 

第３次行財政改革大綱後期行動計画による取組の進捗状況について 

 

（令和８年３月18日 総務部行政経営課） 

＜要旨＞ 

  令和５年３月に策定した「第３次伊豆の国市行財政改革大綱後期行動計画」による各部署に

おける令和７年度（２月時点）の取組状況を取りまとめた。 

 

＜内容＞ 

１ 後期行動計画の概要 

 ⑴ 計画の目的 

   平成30年８月に策定した「第３次伊豆の国市行財政改革大綱」（以下「第３次大綱」とい

う。）で定めた後期行動計画期間における行財政改革の取組を計画的に推進するため。 

 ⑵ 計画期間 

   令和４年度（2022年度）～令和７年度（2025年度） ４年間 

【参考】第３次大綱計画期間 

      平成 30年度（2018年度）～令和７年度（2025年度） ８年間 

 

２ 取組状況 

担当課の評価 件数 具体的な取組 

◎：計画を超えて実施 ３件 観光まちづくりの推進体制の構築 など 

○：計画通りに実施 23件 適切な媒体による情報発信 など 

△：一部実施 12件 オープンデータの推進 など 

▲：方向転換 ６件 文化施設の指定管理者制度の導入 など 

×：未実施、未着手 １件 マイナンバーカードの利活用の拡大 

 

参考指標の達成状況 件数 指標名 

達成 ３件 「市長と語ろう」開催回数など 

未達成 14件 公式 LINE登録者数など 

 

特に、ICTを活用した行政手続の推進において、オンライン申請化された手続数が大きく増

加する結果となった。そのほか、公式LINE登録者数やAI-OCR、RPAの導入数、手数料のキャッ

シュレス決済件数などは未達成であるものの、順調に増加しており、行政DXに向けた取組が進

んでいる。 

一方でテレワーク経験職員数は窓口業務のある部署が多いことから伸び悩む結果となった。

また、職員提案制度については細かな事務に対する改善提案の審査が難しいことや、提案の実

現が難しいなどの課題があり、改善事例を庁内で共有し、展開していくための仕組みを構築す

ることとした。 


